市川市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例に規定する特定事業を施工しようとする者に対する指導に関する要綱

（目的）

第１条　この要綱は、市川市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例（平成１５年条例３８号。以下「条例」という。）第２条第１項第２号に規定する特定事業を施工しようとする事業者に対し、必要な指導を行うことにより、条例と相まって、市民の生活の安全を確保し、もって市民の生活環境を保全することを目的とする。
（用語）
第２条　この要綱において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。

（事前計画書等の提出）

第３条　条例第９条に規定する許可（一時たい積特定事業に係る許可を除く。）を受けようとする者は、条例第１１条第１項に規定する申請書を提出する前に、市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業事前計画書（様式第１号）に市川市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則（平成１５年規則第７４号。以下「規則」という。）第６条第２項各号に掲げる書類を添えて市長に提出するものとする。

２　条例第９条に規定する許可（一時たい積特定事業に係る許可に限る。）を受けようとする者は、条例第１１条第２項に規定する申請書を提出する前に、市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業事前計画書（一時たい積特定事業用）（様式第２号）に規則第６条第５項各号に掲げる書類を添えて市長に提出するものとする。

３　条例第１４条第１項に規定する許可を受けようとする者は、同条第３項に規定する申請書を提出する前に、市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業変更事前計画書（様式第３号）に規則第９条第３項に定める書類を添えて市長に提出するものとする。

４　前３項の規定により事前計画書を提出した者（以下「事前協議者」という。）は、当該事前計画書又はその添付書類の内容に変更が生じたときは、市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業事前計画変更届（様式第４号）に当該変更に係る添付書類を添えて市長に提出するものとする。

（説明会等の実施）

第４条　事前協議者は、条例第１１条第１項若しくは第２項又は第１４条第３項に規定する申請書を提出する前に、特定事業区域の境界線から３０メートル以内の区域に存する建築物に居住し、又は勤務する者（以下「近隣住民等」という。）を集め、次に掲げる事項について説明会を実施するものとする。

(1)　施工しようとする特定事業の概要

(2)　特定事業区域の周辺の生活環境を保全するために講ずる措置の内容

(3)　特定事業の施工によって被害、損害等が発生したときの対応

２　事前協議者は、前項の説明会を実施しようとするときは、あらかじめ、当該説明会を実施する場所及び日時を近隣住民等に周知させるとともに、施工しようとする特定事業の概要について記載した書面を近隣住民等に配布するものとする。

３　事前協議者は、第１項に規定する説明会の実施に代えて、近隣住民等を個別に訪問し、施工しようとする特定事業の概要について記載した書面等により、当該特定事業の内容について説明することができる。

４　事前協議者は、第１項に規定する説明会又は前項の規定による説明を実施しようとするときは、その日程等を記載した市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業説明会等実施計画書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出するものとする。

(1)　近隣住民等の範囲を示す図面

(2)　施工しようとする特定事業の概要について記載した書面

５　事前協議者は、第１項に規定する説明会又は第３項の規定による説明を実施したときは、その説明会又は説明の内容、近隣住民等からの要望等について、市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業説明状況報告書（様式第６号）により、市長に報告するものとする。

６　事前協議者は、第１項の規定により条例第１４条第３項に規定する申請書を提出する前に実施する説明会又は第３項の規定により当該説明会の実施に代えて行う説明（次項において「変更許可申請前の説明会等」という。）を実施する前に、当該変更許可申請前の説明会等を実施する必要があるかどうかについて市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業変更許可申請前の説明会等に関する事前相談書（様式第３号の２）により市長に相談をすることができる。
７　市長は、前項の相談を受けた場合において、当該相談の内容から近隣住民等の生活の安全の確保を図ることができるものとして変更許可申請前の説明会等を実施する必要がないと認めるときは、当該変更許可申請前の説明会等の実施を求めないことができる。この場合において、第１項から第５項までの規定は、適用しない。
８　市長は、前項の規定により変更許可申請前の説明会等の実施を求めないことの決定をしたときは、市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業変更許可申請前の説明会等の不実施決定通知書（様式第３号の３）により第６項の相談をした者に通知するものとする。
９　市川市宅地開発事業に係る手続及び基準等に関する条例（平成１３年条例第３５号。以下「宅地開発条例」という。）第１０条第１項若しくは第３項又は第５項（同条第６項において準用する場合を含む。）の規定による説明及び同条第４項の規定による報告（以下「宅地開発条例に基づく説明等」という。）をしなければならない事前協議者が第１項に規定する申請書を提出する前に宅地開発条例に基づく説明等をしたとき（同条第７項の規定により同条第１項又は第３項の規定による説明及び同条第４項の規定による報告がされたものとみなされる場合（以下「紛争予防条例による説明及び報告をもってみなされる場合」という。）を含む。）は、第１項の近隣住民等（宅地開発条例第２条第１項第１２号の近隣住民等（紛争予防条例による説明及び報告をもってみなされる場合にあっては、市川市中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例（昭和６２年条例第３５号）第２条第４号の近隣住民）に該当する者に限る。）に対する第１項から第５項までの規定による説明会又は説明の実施及び報告がされたものとみなす。この場合において、当該事前協議者は、市川市宅地開発事業に係る手続及び基準等に関する条例施行規則（平成１４年規則第６号）第９条第３項の近隣住民等説明報告書又は近隣住民等説明会開催報告書の写し（紛争予防条例による説明及び報告をもってみなされる場合にあっては、市川市中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例施行規則（昭和６３年規則第２４号）第８条の説明結果報告書又は説明会報告書の写し）を市長に提出するものとする。
（関係機関との協議）

第５条　事前協議者は、条例第１１条第１項若しくは第２項又は第１４条第３項に規定する申請書を提出する前に、市長が指定する関係機関との間で、施工しようとする特定事業について協議を行い、その結果を市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業協議結果報告書（様式第７号）により報告するものとする。

（その他の指導等）

第６条　前各条に定めるもののほか、市長は、事前協議者が施工しようとする特定事業について、当該事前協議者に対し、報告を求め、又は必要な指導をすることができる。

附　則

この要綱は、平成１６年１月１日から施行する。

　
　　附　則

（施行期日）
１　この要綱は、平成２８年１月１日から施行する。

　（経過措置）

２　改正後の第４条第６項の規定は、平成２８年１月１日以後に同項の規定による相談を行う事前協議者について準用する。

３　改正後の第４条第７項の規定は、平成２８年１月１日以後に同項に規定する宅地開発条例に基づく説明等を行う事前協議者について適用する。

４　この要綱の施行の際現に存する改正前の様式による用紙については、必要な補正をして使用することができる。

　　附　則
（施行期日）
１　この要綱は、令和４年５月１日から施行する。
様式第１号（第３条関係）

市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業事前計画書
年　　月　　日

市川市長　　　　　　　　

事前協議者

住　所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

市川市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例に規定する特定事業を施工しようとする者に対する指導に関する要綱第３条第１項の規定により、関係書類及び図面を添えて次のとおり提出します。

	特定事業場の

位置及び面積
	地番

ほか　　　　筆
	特定事業場の面積

（実測）　　　　　　㎡
うち特定事業区域の面積

（実測）　　　　　　㎡

	現場事務所その他特定事業に供する施設の設置計画及び位置　　　別添図面　　のとおり

	現場責任者の氏名及び職名
	

	特定事業区域の表土の地質の状況　　　別添のとおり

	特定事業に使用される土砂等の量及び特定事業の期間
	土砂等の量　　　　　　　㎥
年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	特定事業が完了した場合の特定事業区域の構造　　　別添図面　　のとおり

	特定事業に使用される土砂等の搬入計画に関する事項　　　別紙のとおり

	法定代理人の氏名及び住所
	

	特定事業が施工されている間において、特定事業区域以外の地域への排水の水質検査を行うために必要な措置　　　別添図面　　のとおり

	特定事業が施工されている間において、特定事業区域以外の地域への当該特定事業に使用された土砂等の崩落、飛散又は流出による災害の発生を防止するために必要な措置　　　別添施工図面　　のとおり


	添

付

書

類
	１　住民票の写し（法人の場合にあっては、登記事項証明書）

２　申請者が未成年者である場合には、その法定代理人の住民票の写し

３　特定事業場の位置図及び付近の見取図

４　特定事業場の平面図及び断面図(特定事業の施工の前後の構造が確認できるものに限る。)

５　特定事業場の土地の登記簿謄本及び公図の写し

６　特定事業区域に係る表土の地質検査の試料とした土砂等を採取した地点の位置図及び現場写真並びに試料ごとの検査試料採取調書及び地質分析(濃度)結果証明書

７　特定事業に使用される土砂等の予定量の計算書

８　土質試験等に基づき埋立て等の構造の安定計算を行った場合にあっては、当該安定計算を記載した書面

９　擁壁を用いる場合にあっては、当該擁壁の断面図及び背面図

10　鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁を用いる場合にあっては、擁壁の概要、構造計画、応力算定及び断面算定を記載した構造計算書

11　特定事業の施工の方法及び工程、施工に係る組織その他市長が指示する事項を記載した特定事業施工計画書

12　特定事業が規則別表第２に掲げる行為に該当する場合にあっては、当該行為に該当することを証する書面

13　現場責任者であることを証する書面

14　特定事業区域内土地使用同意書及び特定事業区域内施工同意書

15　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	


別紙

特定事業に使用される土砂等の搬入計画に関する事項

	発生場所・発生元事業者名
	搬　　入　　計　　画

	
	予定量

㎥
	最大日量

㎥
	搬入期間
	搬入時間
	搬入土砂等の区分
	備　考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


注　発生土砂等の区分の欄には、建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令別表第１に規定する区分を記載すること。

様式第２号（第３条関係）

市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業事前計画書（一時たい積特定事業用）

年　　月　　日

市川市長　　　　　　　

事前協議者

住　所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

市川市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例に規定する特定事業を施工しようとする者に対する指導に関する要綱第３条第２項の規定により、関係書類及び図面を添えて次のとおり提出します。

	特定事業場の

位置及び面積
	地番

ほか　　　　筆
	特定事業場の面積

（実測）　　　　　　　　㎡
うち特定事業区域の面積

（実測）　　　　　　　　㎡

	現場事務所その他特定事業に供する施設の設置計画及び位置　　　別添図面　　のとおり

	現場責任者の氏名及び職名
	

	特定事業区域の表土の地質の状況　　　別添のとおり

（表土と特定事業に使用される土砂等が遮断される構造の場合　　　別添図面　　のとおり）

	特定事業に使用される土砂

等の搬入、搬出予定量
	年間の搬入予定量　　　　　　　㎥　　1日平均　　　　　　㎥
年間の搬出予定量　　　　　　　㎥　　1日平均　　　　　　㎥

	特定事業の期間
	年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	特定事業に供する施設及び土砂等のたい積の構造　　　別添図面　　のとおり

	法定代理人の氏名及び住所
	

	特定事業に供する施設及び特定事業区域以外の地域への排水の水質検査を行うために設置する施設の構造　　　別添図面　　のとおり

	特定事業に使用される土砂等について、土砂等の発生場所ごとに土砂等を区分するために必要な措置　　　別添施工図面　　のとおり


	添

付

書

類
	１　住民票の写し（法人の場合にあっては、登記事項証明書）

２　申請者が未成年者である場合には、その法定代理人の住民票の写し

３　特定事業場の位置図及び付近の見取図

４　特定事業場の土地の登記簿謄本及び公図の写し

５　表土と特定事業に使用される土砂等が遮断される構造の場合は、その構造図

６　特定事業に使用される土砂等が遮断される構造でない場合は、特定事業区域に係る表土の地質検査の試料とした土砂等を採取した地点の位置図及び現場写真並びに試料ごとの検査試料採取調書及び地質分析（濃度）結果証明書

７　特定事業場の平面図及び断面図（土砂等のたい積が最大となった場合のたい積の構造が確認できるものに限る。）

８　特定事業が規則別表第２に掲げる行為に該当する場合にあっては、当該行為に該当することを証する書面

９　現場責任者であることを証する書面

10　特定事業（一時たい積特定事業）区域内土地使用同意書及び特定事業区域内施工同意書

11その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	


様式第３号（第３条関係）

市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業変更事前計画書

年　　月　　日

市川市長　　　　　　

事前協議者

住　所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

市川市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例に規定する特定事業を施工しようとする者に対する指導に関する要綱第３条第３項の規定により、関係書類を添えて次のとおり提出します。

	許可番号等
	　　　　　　年　　月　　日付け　　　　　　　第　　　　号

	変更しようとする事項の内容
	変　更　後
	変　更　前

	
	
	

	変更の理由
	


様式第３号の２（第４条関係）
市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業変更許可申請前の説明会
等に関する事前相談書
　　　　年　　月　　日
　市川市長
事前協議者
　住　所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
　氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　市川市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例に規定する特定事業を施工しようとする者に対する指導に関する要綱第４条第６項の規定により、特定事業変更許可申請前の説明会等を実施する必要があるかどうかについて、次のとおり相談します。
	許可番号等
	　　　　年　　　月　　　日付け　　　 第　　　　　　号

	変更しようとする事項の内容
	変　更　後
	変　更　前

	
	
	

	変更の理由及び相談内容
	
	


様式第３号の３（第４条関係）
市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業変更許可申請前の説明会
　 等の不実施決定通知書
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市川市長　
　　　　　　年　　月　　日付けで相談のあった特定事業変更許可申請前の説明会等を実施する必要があるかどうかについて、特定事業変更許可申請前の説明会等の実施は必要がないと決定したので、通知します。
様式第４号（第３条関係）

市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業事前計画変更届

年　　月　　日

市川市長　　　　　　　

事前協議者

住　所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

年　　月　　日付けで提出した事前計画書及びその添付書類の内容を変更したいので、市川市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例に規定する特定事業を施工しようとする者に対する指導に関する要綱第３条第４項の規定により、関係書類を添えて次のとおり提出します。

	
	変更後
	変更前

	変更しようとする事項の内容
	
	

	変更の理由
	


様式第５号（第４条関係）

市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業説明会等実施計画書

年　　月　　日

市川市長　　　　　　　

事前協議者

住　所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

市川市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例に規定する特定事業を施工しようとする者に対する指導に関する要綱第４条第４項の規定により、次のとおり提出します。

	実施の方法
	説明会　・　近隣住民等を個別に訪問

	説明の対象となる近隣住民等
	自治会名　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　世帯）

自治会名　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　世帯）

自治会名　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　世帯）

合　　計　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　世帯）

	説明会
	周知の方法
	・個別配布　　　　　　　　　　・郵送

・自治会内の回覧　　　　　　　・その他

	
	実施の方法
	・自主開催　　・自治会へ依頼　　・その他（　　　　　　　）

	
	日時
	年　　月　　日　　　　時から　　　　時まで

	
	場所
	

	個別に訪問する場合にあっては、その期間
	年　　月　　日から　　　　　年　　月　　日まで


様式第６号（第４条関係）

市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業説明状況報告書
年　　月　　日

市川市長　　　　　　　

事前協議者

住　所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

市川市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例に規定する特定事業を施工しようとする者に対する指導に関する要綱第４条第５項の規定により、次のとおり報告します。

	実施の方法
	説明会　・　近隣住民等を個別に訪問

	説明会
	日時
	年　　月　　日　　　　時から　　　　時まで

	
	場所
	

	
	出席者
	人（近隣住民等　　　　　　人）

	個別に訪問した場合にあっては、その期間
	年　　月　　日から　　　　　年　　月　　日まで

	その説明会又は説明の内容
	

	近隣住民等からの要望等及びそれに対する回答
	


様式第７号（第５条関係）

市川市土砂等の埋立て等に係る特定事業協議結果報告書

年　　月　　日

市川市長　　　　　　　

事前協議者

住　所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

市川市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例に規定する特定事業を施工しようとする者に対する指導に関する要綱第５条の規定により、次のとおり報告します。

	№


	課名　　　　　　

日時　　　　　　

担当者名　　　　
	協議した内容及び協議の結果
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